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内容

2

1.相続税の概要

2.贈与税の概要

3.令和５年度税制改正の概要（資産移転の時期の選択により

中立的な税制の構築）

4.相続時精算課税制度の見直し

5.暦年課税による生前贈与の加算対象期間の見直し
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内容

1.相続税の概要

2.贈与税の概要

3.令和５年度税制改正の概要（資産移転の時期の選択により

中立的な税制の構築）

4.相続時精算課税制度の見直し

5.暦年課税による生前贈与の加算対象期間の見直し



１.相続税の概要

（１）相続税とは

（２）相続税の計算の仕組み

（３）相続税が課税される財産等
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（１）相続税とは
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◯ 相続税は、相続⼜は遺贈により財産を取得した個⼈に対して、その

財産の取得時における時価を課税価格として課される税

◯ 相続税の持つ機能・・・①所得税の補完機能

②富の集中抑制・再配分機能

１.相続税の概要

➢ 相続や遺贈によって取得した財産及び相続時精算課税の適用を受
けて贈与により取得した財産の価額の合計額（債務などの金額を
控除し、相続開始前３年以内の贈与財産の価額を加算）が基礎控
除額を超える場合、その財産を取得した⼈は相続税の申告が必要

➢ 申告期限：被相続⼈の死亡したことを知った日（通常の場合は、
被相続⼈の死亡の日）の翌日から10か月以内

相続税の申告が必要な人



（１）相続税とは
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◯ 相続税の総額の計算方法

相続財産の合計額から債務・基礎控除額を控除した残額を法定相続分で按

分した金額に対して、累進税率を適⽤して相続税の総額を計算（法定相続分課

税⽅式）

●基礎控除 3,000万円 ＋ 600万円 × 法定相続人数

●税 率 10％から55％までの累進税率（８段階）

１.相続税の概要

《参考》民法における相続⼈の範囲と順位 《参考》法定相続分の例

出典：パンフレット「相続税のあらまし」（国税庁HP）

相続人 法定相続分

子がいる
場合

配偶者 ２分の１

子 ２分の１（⼈数分に分ける）

子がいない
場合

配偶者 ３分の２

父母 ３分の１（⼈数分に分ける）

子も父母も
いない場合

配偶者 ４分の３

兄弟姉妹 ４分の１（⼈数分に分ける）

被相続人
（亡くなられた人）

⚫相続放棄が
なかったも
のとした場
合の数

⚫養子の数に
制限あり



子
（1/4）

配偶者
（1/2）

子
（1/4）

（２）相続税の計算の仕組み（全体）

課税遺産総額と法定相続⼈の構成・数によって「相続税の総額」を計算し、それ

を各⼈の取得財産の額に応じ按分して税額を計算する⽅式（法定相続分課税⽅式）

相
続
税
の
総
額

配偶者

納付子

子
納付

税

額

控

除

実
際
の
相
続
割
合
で
按
分

法

定

相

続

分

で

按

分

超

過

累

進

税

率

の

適

⽤

相続税の総額の計算 各⼈の納付税額の計算

１.相続税の概要

債務控除

基礎控除

3,000万円
＋

600万円
×

法定相続⼈数

非課税財産 等

課税遺産総額

出典：財務省ホームページ掲載資料
7

【主な税額控除】
⚫ 配偶者の税額軽減

配偶者の法定相続分⼜は１億６千万円のいずれか大きい金額
に対応する税額

⚫ 未成年者控除
18歳に達するまでの年数×10万円

⚫ 障害者控除
85歳に達するまでの年数×10万円（特別障害者：20万円）



（２）相続税の計算の仕組み（課税遺産総額）

遺産総額
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課税遺産総額

基礎控除

3,000万円
＋

600万円
×

法定相続⼈数

相続時精算課
税の適用を受
ける贈与財産

（改正あり）

債務控除

葬式費⽤

遺産額

非課税財産 等

遺産額

相続開始前
３年以内の
贈与財産

（改正あり）

正味の

遺産額

１.相続税の概要

【非課税財産等】
• 墓所、仏壇、祭具など
• 生命保険金及び死亡退職金のうち一定額
（500万円×法定相続⼈の数）

• 小規模宅地等の特例の減額 など



（２）相続税の計算の仕組み（計算例）

○ 正味の遺産額が２億円で、配偶者と子２人が３分の１ずつ相続した場合
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超

過
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税
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課税遺産総額

１億5,200万円

×税率

1,580
万円

560万円

560万円

相続税
の総額

2,700
万円

子
（1/4）

子
（1/4）

配偶者
（1/2）法

定

相

続

分

で

按

分

配偶者
（1/2）

7,600万円

子（1/4）

3,800万円

子（1/4）

3,800万円

配偶者
900万円

子
900万円

子
900万円

２億円－（3,000万円+600万円×３）＝１億5,200万円

基礎控除

4,800万円

１.相続税の概要

相

続

税

の

速

算

表
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（３）相続税が課税される財産等

１.相続税の概要

① 被相続人が亡くなった時点において所有していた財産

➢ 土地、建物、有価証券、預貯金、現金などのほか、金銭に見積もることが
できる全ての財産

② みなし相続財産

➢ 生命保険金や死亡退職金（500万円×法定相続⼈数までは非課税）など

③ 被相続人から取得した相続時精算課税適用財産（改正前）

➢ 被相続⼈からの生前贈与についての贈与税の申告の際に相続時精算課税の
適⽤を受けた贈与財産

➢ 贈与時の価額を相続財産に加算（相続時の価額ではない）

④ 被相続人から相続開始前３年以内に取得した暦年課税財産（改正前）

➢ 被相続⼈から相続などによって財産を取得した⼈が、被相続⼈が亡くなる
前３年以内に被相続⼈から贈与を受けた財産

➢ 贈与時の価額を相続財産に加算（相続時の価額ではない）
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内容

1.相続税の概要

2.贈与税の概要

3.令和５年度税制改正の概要（資産移転の時期の選択により

中立的な税制の構築）

4.相続時精算課税制度の見直し

5.暦年課税による生前贈与の加算対象期間の見直し



２.贈与税の概要

（１）贈与税とは

（２）贈与税の計算の仕組み（暦年課税・相続時精算課税）

（３）贈与税の課税⽅式の比較（改正前 ～R5.12.31）
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（１）贈与税とは

⚫贈与税は、個⼈から贈与により財産を取得した個⼈に対して、その財産の取
得の時における時価を課税価格として課される税で、相続税の補完税として
の性格を持つ。

⚫課税⽅法は、「暦年課税」と「相続時精算課税」の２つの仕組みがある。

暦年課税

■計算方法

１年間に贈与により取得した財産の合計額から
基礎控除額を控除した残額について、累進税率
を適⽤

●基礎控除 110万円
●税 率 10％～55％累進税率（８段階）※

※ 直系尊属から18歳以上の者への贈与につい
ては累進緩和（特例）

相続時精算課税（改正前）

■計算方法

１年間に贈与により取得した財産の合計額から特
別控除額を控除した残額について、一定の税率を
適⽤

贈与者が死亡した場合には、相続財産と贈与財産
（贈与時の価額）を合算して相続税額を計算

●特別控除 累積で2,500万円
●税 率 20％
●適⽤要件 贈与者：60歳以上

受贈者：18歳以上の推定相続人・孫

２.贈与税の概要

贈与の年の１月１日
時点の年齢（贈与時
点の年齢ではない）

贈与の年の１月１日
時点の年齢（贈与時
点の年齢ではない）

財務省ホームページ掲載資料を基に作成
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（２）贈与税の計算の仕組み（暦年課税）

非課税財産等(※)

基礎控除
（110万円）

課税財産額
1

年
間
の
受
贈
財
産
額

贈与税額

超過累進税率

税率
課税財産額（基礎控除後の課税価格）

特例 一般

10％ ～200万円 ～200万円

15％ ～400万円 ～300万円

20％ ～600万円 ～400万円

30％ ～1,000万円 ～600万円

40％ ～1,500万円 ～1,000万円

45％ ～3,000万円 ～1,500万円

50％ ～4,500万円 ～3,000万円

55％ 4,500万円～ 3,000万円～

（※）扶養義務者相互間の生活費⼜は教育費に充てるための受贈財産
婚姻期間が20年以上の配偶者から贈与を受ける居住⽤不動産（限度：2,000万円） 等

財務省ホームページ掲載資料を基に作成

２.贈与税の概要
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出典：国税庁ホームページ「暮らしの税情報」

（２）贈与税の計算の仕組み（暦年課税）

２.贈与税の概要
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（２）贈与税の計算の仕組み（相続時精算課税：改正前）

財務省ホームページ掲載資料を基に作成

贈与額：3,000万円

20％課税

納付税額
100万円

・無税（相続税）

・贈与時の納付
税額100万円
は還付（相続
税の申告必要）

4,500万円
＜ 4,800万円
（相続税の
基礎控除）

0円

（注１）相続時精算課税制度を選択できる場合（暦年課税との選択制） 贈与者：60歳以上の者 受贈者：18歳以上の推定相続⼈及び孫
（注２）相続時精算課税を選択した場合、その特定贈与者からの贈与について、暦年課税の基礎控除（毎年110万円）の適⽤は受けられない。

【贈与時】

特別控除
2,500万円

累積贈与額
3,000万円

相続財産
1,500万円

〈
参
考
〉

暦年課税
の場合

無税 1,036万円納税税額 1,036万円
（特例税率による）

【相続時】

《計算例》3,000万円生前贈与し、1,500万円を遺産として残す場合
（法定相続人が配偶者と子２人の場合）

２.贈与税の概要

【合計納税額】



（３）贈与税の課税⽅式の比較（改正前 ～R5.12.31）

財務省ホームページ掲載資料を基に作成

区分 暦年課税
相続時精算課税

（相続税・贈与税の一体化措置）

贈与者・
受贈者

親族間のほか、第三者からの贈与を含む。
60歳以上の者から
18歳以上の推定相続⼈及び孫への贈与

選択 不要
必要（贈与者ごと、受贈者ごとに選択）
→ 一度選択すれば、相続時まで継続適⽤

課税時期 贈与時（その時点の時価で課税） 同左

控除 基礎控除（毎年：110万円） 特別控除：2,500万円（累積）

税率 10％～55％の８段階 一律 20％

相続時

相続前３年以内に受けた贈与財産を相続財
産に加算（納付済みの贈与税は税額控除）

贈与財産を贈与時の時価で相続財産に加算
（納付済みの贈与税は税額控除・相続税額を超えて
納付した贈与税は還付）

２.贈与税の概要
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（３）贈与税の課税⽅式の比較（改正前 ～R5.12.31）

２.贈与税の概要

18

○ 暦年課税及び相続時資産課税別の申告状況の推移

出典：令和４年分の所得税等、消費税及び贈与税の確定申告状況等について（国税庁）
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内容

1.相続税の概要

2.贈与税の概要

3.令和５年度税制改正の概要（資産移転の時期の選択により

中立的な税制の構築）

4.相続時精算課税制度の見直し

5.暦年課税による生前贈与の加算対象期間の見直し



（１）相続税・贈与税をめぐる経済社会情勢

（２）資産移転の時期の選択に中立的な税制の構築とは

（３）令和５年度税制改正の概要（相続税・贈与税）

20

３.令和５年度税制改正の概要（資産移転の時期の選択に中立的な税制の構築）
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（１）相続税・贈与税をめぐる経済社会情勢

○ 家計資産残高の推移

出典：政府税制調査会「令和５年６月 わが国税制の現状と課題」

３.令和５年度税制改正の概要（資産移転の時期の選択に中立的な税制の構築）

⚫ リーマンショック後、平成23（2011）年には約2,700兆円まで減少。
⚫ その後、令和３（2021）年には約3,200兆円まで増加。経済のストック化が進展し、その中でも金
融資産が増加。
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（１）相続税・贈与税をめぐる経済社会情勢

○ 相続財産種類別の財産価額の推移

出典：政府税制調査会「令和５年６月 わが国税制の現状と課題」

３.令和５年度税制改正の概要（資産移転の時期の選択に中立的な税制の構築）

⚫ 平成初期までは、地価高騰を背景に、相続財産に占める土地の割合が高かったが、次第に低下。
⚫ これに対し、有価証券及び現金・預貯金は、令和３年で約10兆円と大きく増加しており、相続財産
に占める割合も50.3％に増加。
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○ 年代別金融資産保有残高

（１）相続税・贈与税をめぐる経済社会情勢

３.令和５年度税制改正の概要（資産移転の時期の選択に中立的な税制の構築）

⚫ 年代別の金融資産残高をみると、この20年で60歳代以上の保有割合は約1.5倍に増加
⚫ 足元では、個⼈金融資産約1,900兆円のうち、60歳代以上が65％（約1,200兆円）の資産を保有

出典：令和４年11月８日 政府税制調査会資料
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○ 相続税の申告からみた被相続人の年齢構成比

（１）相続税・贈与税をめぐる経済社会情勢

３.令和５年度税制改正の概要（資産移転の時期の選択に中立的な税制の構築）

⚫ 被相続⼈の高齢化が進んだ結果、「老老相続」が増加し、相続による若年世代への資産移転が進み
にくい状況

出典：令和４年11月８日 政府税制調査会資料



（２）資産移転の時期の選択に中立的な税制の構築とは

３.令和５年度税制改正の概要（資産移転の時期の選択に中立的な税制の構築）
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○ 資産移転の時期の選択に中立的な税制（イメージ）

⚫ 資産の移転の時期（回数・金額含む）にかかわらず、納税義務者にとって、生前贈与と相続を通じ
た資産の総額に係る税負担が一定となることにより、「資産移転の時期の選択に中立的な税制」が
図られている。

⚫ 贈与者（取得者）は、税負担を意識して財産の移転のタイミングを計る必要がなく、ニーズに即し
た財産の移転が促される。

出典：令和４年10月５日 政府税制調査会資料



（２）資産移転の時期の選択に中立的な税制の構築とは

３.令和５年度税制改正の概要（資産移転の時期の選択に中立的な税制の構築）
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出典：令和４年11月８日 政府税制調査会資料

○ 我が国と諸外国の相続・贈与に関する税制の比較
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⚫贈与税は、相続税の累進回避を防⽌する観点から、相続税よりも高い

税率構造となっている。

課税価格
税率

課税価格

相続税 贈与税（特例） 贈与税（一般）

～1,000万円 10％ ～200万円 ～200万円

～3,000万円 15％ ～400万円 ～300万円

～5,000万円 20％ ～600万円 ～400万円

～１億円 30％ ～1,000万円 ～600万円

～２億円 40％ ～1,500万円 ～1,000万円

～３億円 45％ ～3,000万円 ～1,500万円

～６億円 50％ ～4,500万円 ～3,000万円

６億円超 55％ 4,500万円超 3,000万円超

（２）資産移転の時期の選択に中立的な税制の構築とは

３.令和５年度税制改正の概要（資産移転の時期の選択に中立的な税制の構築）

○ 我が国の相続税と贈与税の関係



（２）資産移転の時期の選択に中立的な税制の構築とは

３.令和５年度税制改正の概要（資産移転の時期の選択に中立的な税制の構築）

⚫ 実際、相続税がかからない者や相続税がかかる者であってもその多くの者にとっては、相続税の税
率よりも贈与税の税率の方が高いため、若年層への資産移転が進みにくい。

⚫ 他⽅、相続税がかかる者の中でも相続財産の多いごく一部の者にとっては、相続税の税率よりも贈
与税の税率の方が低いため、財産を分割して贈与する場合、相続税よりも低い税率が適用される。

28
財務省HP掲載 パンフレット「令和５年度税制改正」より



（２）資産移転の時期の選択に中立的な税制の構築とは

３.令和５年度税制改正の概要（資産移転の時期の選択に中立的な税制の構築）

29

○ 相続税の負担率と贈与税の負担率の比較
⚫ 実際の申告データを基に、相続税の負担率と相続を受けた⼈の過去一定期間における贈与税の負担率を比較すると、
➢ 相続税がかかる者であってもその多くの者 ： 贈与税の負担率 ＞ 相続税の負担率
➢ 相続税がかかる者の中でも相続財産の多いごく一部の者 ： 贈与税の負担率 ＜ 相続税の負担率
という傾向がある。

出典：令和４年11月８日 政府税制調査会資料
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➢生前贈与でも相続でもニーズに即した資産移転が⾏われるよう、相

続・贈与に係る税負担を一定にしていくため、「資産移転の時期の選

択により中立的な税制」を構築していく必要。

（２）資産移転の時期の選択に中立的な税制の構築とは

３.令和５年度税制改正の概要（資産移転の時期の選択に中立的な税制の構築）

⚫政府税制調査会「経済社会の構造変化を踏まえた令和時代の税制のあ

り⽅」（令和元年９月）

我が国においても、こうした諸外国の例を参考にしつつ、相続税

と贈与税をより一体的に捉えて課税する観点から、現⾏の相続時精

算課税制度と暦年課税制度のあり⽅を見直し、格差の固定化を防⽌

しつつ、資産移転の時期の選択に中立的な税制を構築する⽅向で、

検討を進める必要がある。



（３）令和５年度税制改正の概要（相続税・贈与税）

３.令和５年度税制改正の概要（資産移転の時期の選択に中立的な税制の構築）

第一 令和５年度税制改正の基本的考え方等
４．経済社会の構造変化も踏まえた公平で中立的な税制への見直し
⑵ 資産移転の時期の選択により中立的な税制の構築

高齢化等に伴い、高齢世代に資産が偏在するとともに、いわゆる「老老相続」が増加
するなど、若年世代への資産移転が進みにくい状況にある。高齢世代が保有する資産が
より早いタイミングで若年世代に移転することとなれば、その有効活⽤を通じた経済の
活性化が期待される。
一⽅、相続税・贈与税は、税制が資産の再分配機能を果たす上で重要な役割を担って

いる。高齢世代の資産が、適切な負担を伴うことなく世代を超えて引き継がれることと
なれば、格差の固定化につながりかねない。
わが国の贈与税は、相続税の累進負担の回避を防⽌する観点から、相続税よりも高い

税率構造となっている。実際、相続税がかからない者や、相続税がかかる者であっても
その多くの者にとっては、贈与税の税率の⽅が高いため、生前にまとまった財産を贈与
しにくい。他⽅、相続税がかかる者の中でも相続財産の多いごく一部の者にとっては、
財産を生前に分割して贈与する場合、相続税よりも低い税率が適⽤される。
このため、資産の再分配機能の確保を図りつつ、資産の早期の世代間移転を促進する

観点から、生前贈与でも相続でもニーズに即した資産移転が⾏われるよう、諸外国の制
度も参考にしつつ、資産移転の時期の選択により中立的な税制を構築していく必要があ
る。

〇 令和５年度税制改正大綱（自民党・公明党）令和４年12月16日（抜粋）
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（３）令和５年度税制改正の概要（相続税・贈与税）

３.令和５年度税制改正の概要（資産移転の時期の選択に中立的な税制の構築）

〇 令和５年度税制改正大綱（自民党・公明党）令和４年12月16日（抜粋）

第一 令和５年度税制改正の基本的考え方等
４．経済社会の構造変化も踏まえた公平で中立的な税制への見直し
⑵ 資産移転の時期の選択により中立的な税制の構築
（前ページからの続き）
① 相続時精算課税制度の使い勝手向上

相続時精算課税制度は、平成15 年度に次世代への早期の資産移転と有効活⽤を通じ
た経済社会の活性化の観点から導入されたものである。選択後は生前贈与か相続かに
よって税負担は変わらず、資産移転の時期に中立的な仕組みとなっており、暦年課税
との選択制は維持しつつ、同制度の使い勝手を向上させる。具体的には、申告等に係
る事務負担を軽減する等の観点から、相続時精算課税においても、暦年課税と同水準
の基礎控除を創設する。これにより、生前にまとまった財産を贈与しにくかった者に
とっても、相続時精算課税を活⽤することで、次世代に資産を移転しやすい税制とな
る。

② 暦年課税における相続前贈与の加算
現⾏、相続開始前３年以内に受けた贈与は相続財産に加算することとなっている。

暦年課税においても、資産移転の時期に対する中立性を高めていく観点から、相続財
産に加算する期間を７年に延長する。その際、過去に受けた贈与の記録・管理に係る
事務負担を軽減する観点から、延長した期間（４年間）に受けた贈与のうち一定額に
ついては、相続財産に加算しないこととする。
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（３）令和５年度税制改正の概要（相続税・贈与税）

（相続時精算課税制度）

◯ 相続時精算課税適⽤者が特定贈与者から贈与により取得した財産に係るそ

の年分の贈与税については、暦年課税の基礎控除とは別途、課税価格から基

礎控除110万円を控除できることとするほか、相続時精算課税で受贈した土

地・建物が災害により一定以上の被害を受けた場合、相続時にその課税価格

を再計算する見直しを⾏う。

（暦年課税における相続前贈与の加算）

◯ 暦年課税における相続前贈与の加算期間を７年に延長するほか、延長した

期間（４年間）に受けた贈与のうち一定額（100万円）については、相続財

産に加算しないこととする見直しを⾏う。

３.令和５年度税制改正の概要（資産移転の時期の選択に中立的な税制の構築）

〇 令和５年度税制改正の大綱（令和４年12月23日閣議決定）の概要
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内容

1.相続税の概要

2.贈与税の概要

3.令和５年度税制改正の概要（資産移転の時期の選択により

中立的な税制の構築）

4.相続時精算課税制度の見直し

5.暦年課税による生前贈与の加算対象期間の見直し
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４.相続時精算課税制度の見直し

（１）相続時精算課税に係る基礎控除の創設

（２）贈与税と相続税の関係（相続時精算課税）
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（１）相続時精算課税に係る基礎控除の創設

４.相続時精算課税制度の見直し

二 資産課税

１ 資産移転の時期の選択により中立的な税制の構築

（1）相続時精算課税制度について、次の見直しを⾏う。

① 相続時精算課税適⽤者が特定贈与者から贈与により取得した財

産に係るその年分の贈与税については、現⾏の基礎控除とは別途、

課税価格から基礎控除110万円を控除できることとするとともに、

特定贈与者の死亡に係る相続税の課税価格に加算等をされる当該特

定贈与者から贈与により取得した財産の価額は、上記の控除をした

後の残額とする。

（注）上記の改正は、令和６年１月１日以後に贈与により取得する財産に係る相続税

⼜は贈与税について適⽤する。

令和５年度税制改正の大綱（令和４年12月23日閣議決定）より

改
正
①

改
正
②
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（１）相続時精算課税に係る基礎控除の創設

４.相続時精算課税制度の見直し

財務省ホームページ掲載資料を基に作成

贈与額
3,000万円

20％課税

納付税額
78万円

無税

4,390万円
＜ 4,800万円
（相続税の
基礎控除）

0円

1,036万円

（注１）相続時精算課税制度を選択できる場合（暦年課税との選択制） 贈与者：60歳以上の者 受贈者：18歳以上の推定相続⼈及び孫
（注２）相続時精算課税を選択した場合、その特定贈与者からの贈与について、暦年課税の基礎控除（毎年110万円）の適⽤は受けられない。

【贈与時】

特別控除
2,500万円

基礎控除後の
累積贈与額
2,890万円

相続財産
1,500万円

〈
参
考
〉

暦年課税
の場合

納税税額 1,036万円
（特例税率による）

【相続時】 【合計納税額】

《計算例》3,000万円生前贈与し、1,500万円を遺産として残す場合
（法定相続人が配偶者と子２人の場合）

基礎控除110万円

2,890万円

基礎控除後の
累積贈与額
2,890万円

改正①

改正②

・無税（相続税）

・贈与時の納付
税額78万円
は還付（相続
税の申告必要）
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（１）相続時精算課税に係る基礎控除の創設

４.相続時精算課税制度の見直し

○ 暦年課税と相続時精算課税の基礎控除の比較

暦年課税 相続時精算課税

祖父 祖母

父 母

受贈者

②暦年贈与
①暦年贈与

・①②③で合わせて基礎控除額は110万円

祖父 祖母

父 母

受贈者

①相続時精算
課税贈与

・①と②で合わせて基礎控除額は110万円
（贈与額の割合に応じて按分）

・③で基礎控除額は110万円

②相続時精算
課税贈与 ③暦年贈与③暦年贈与
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（１）相続時精算課税に係る基礎控除の創設

４.相続時精算課税制度の見直し

祖父からの贈与
1,500万円

相続時精算課税の
贈与税の課税価格

父親からの贈与
1,250万円

60万円 50万円
相続時精算課税
の基礎控除
（110万円）

特定贈与者の死亡
時に相続財産に加
算される額

1,440万円 1,200万円

【贈与時】
贈与税の課税価格に算入さ
れる額
【相続時】
祖父の死亡時に祖父の相続
財産に加算される額

【贈与時】
贈与税の課税価格に算入さ
れる額
【相続時】
父親の死亡時に父親の相続
財産に加算される額

○ 同年中に複数の特定贈与者から贈与を受けた場合の基礎控除のイメージ

6 ： 5

6 ： 5

課税価格の割合に応
じて基礎控除（110
万円）を按分
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（１）相続時精算課税に係る基礎控除の創設

４.相続時精算課税制度の見直し

出典：国税庁HP「令和５年度 相続税及び贈与税の税制改正のあらまし」



改
正
前

改
正
後
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（２）贈与税と相続税の関係（相続時精算課税）

４.相続時精算課税制度の見直し

財務省ホームページ掲載資料を基に作成

◯贈与時に、軽減・簡素化された贈与税を納
付（累積贈与額2,500万円までは非課税、
2,500万円を超えた部分に一律20%課税）
※暦年課税のような基礎控除は無し。
※財産の評価は贈与時点での時価で固定。

◯相続時には、累積贈与額を相続財産に加算
して相続税を課税（納付済みの贈与税は税
額控除・還付）

◯贈与時に、軽減・簡素化された贈与税を納
付（累積贈与額2,500万円までは非課税、
2,500万円を超えた部分に一律20%課税）
※毎年、110万円まで課税しない
（暦年課税の基礎控除とは別途措置・相続時に
も相続財産に加算しない）

※財産の評価は贈与時点での時価で固定（土地・
建物が災害で一定以上の被害を受けた場合は、
相続時に被害額を控除）

◯相続時には、累積贈与額を相続財産に加算
して相続税を課税（納付済みの贈与税は税
額控除・還付）



42

内容

1.相続税の概要

2.贈与税の概要

3.令和５年度税制改正の概要（資産移転の時期の選択により

中立的な税制の構築）

4.相続時精算課税に係る基礎控除の創設

5.暦年課税による生前贈与の加算対象期間の見直し
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（１）加算対象期間の延長

（２）加算される財産の価額の見直し（延長期間部分）

５.暦年課税による生前贈与の加算対象期間の見直し
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（１）加算対象期間の延長

（2）相続開始前に贈与があった場合の相続税の課税価格への加算期間

等について、次の見直しを⾏う。

① 相続⼜は遺贈により財産を取得した者が、当該相続の開始前７

年以内（現行：３年以内）に当該相続に係る被相続⼈から贈与に

より財産を取得したことがある場合には、当該贈与により取得し

た財産の価額（当該財産のうち当該相続の開始前３年以内に贈与

により取得した財産以外の財産については、当該財産の価額の合

計額から100万円を控除した残額）を相続税の課税価格に加算す

ることとする。

（注）上記の改正は、令和６年１月１日以後に贈与により取得する財産に係る相続税

について適⽤する。

令和５年度税制改正の大綱（令和４年12月23日閣議決定）より

５.暦年課税による生前贈与の加算対象期間の見直し

改
正
①
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（１）加算対象期間の延長

５.暦年課税による生前贈与の加算対象期間の見直し

贈与の時期 加算対象期間

～令和５年12月31日 相続開始前３年

令和６年１月１日～

贈与者の死亡時期

令和６年１月１日～令和８年12月31日 相続開始前３年

令和９年１月１日～令和12年12月31日 令和６年１月１日～相続開始日

令和13年１月１日～ 相続開始前７年

○ 贈与の時期に応じた加算対象期間

R７ R９R６R５ R８ R10 R11 R13R12

相続開始日加算対象贈与期間加算対象贈与期間
（100万円控除後）

３年

３年

３年

３年４年

R6.1.1

R6.1.1

R6.1.1
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（２）加算される財産の価額の見直し（延長期間部分）

（2）相続開始前に贈与があった場合の相続税の課税価格への加算期間

等について、次の見直しを⾏う。

① 相続⼜は遺贈により財産を取得した者が、当該相続の開始前７

年以内（現⾏：３年以内）に当該相続に係る被相続⼈から贈与に

より財産を取得したことがある場合には、当該贈与により取得し

た財産の価額（当該財産のうち当該相続の開始前３年以内に贈与

により取得した財産以外の財産については、当該財産の価額の合

計額から100万円を控除した残額）を相続税の課税価格に加算す

ることとする。

（注）上記の改正は、令和６年１月１日以後に贈与により取得する財産に係る相続税

について適⽤する。

令和５年度税制改正の大綱（令和４年12月23日閣議決定）より

５.暦年課税による生前贈与の加算対象期間の見直し

改
正
②



改
正
前

改
正
後

47財務省ホームページ掲載資料を基に作成

○ 贈与税と相続税の関係（暦年課税）

【改正①】
加算期間を７年（改正前

３年）に延長

【改正②】
延長４年間に受けた贈与

については総額100万円ま
で相続財産に加算しない

（２）加算される財産の価額の見直し（延長期間部分）

５.暦年課税による生前贈与の加算対象期間の見直し
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（２）加算される財産の価額の見直し（延長期間部分）

５.暦年課税による生前贈与の加算対象期間の見直し

出典：国税庁HP「令和５年度 相続税及び贈与税の税制改正のあらまし」



区分 暦年課税
相続時精算課税

（相続税・贈与税の一体化措置）

贈与者・
受贈者

親族間のほか、第三者からの贈与を含む。
60歳以上の者から
18歳以上の推定相続⼈及び孫への贈与

選択 不要
必要（贈与者ごと、受贈者ごとに選択）
→ 一度選択すれば、相続時まで継続適⽤

課税時期 贈与時（その時点の時価で課税） 同左

控除 基礎控除（毎年：110万円）
基礎控除（毎年）：110万円
特別控除：2,500万円（累積）

税率 10％～55％の８段階 一律 20％

相続時

相続前７年（改正前３年）以内に受けた贈与財
産を相続財産に加算（４～７年前に受けた贈与に

ついては、総額100万円まで加算しない。）（納付済
みの贈与税は税額控除）

贈与財産を贈与時の時価（基礎控除額を除く。
（注））で相続財産に加算（納付済みの贈与税は税
額控除・相続税額を超えて納付した贈与税は還付）
（注）土地建物が災害で一定以上の被害を受けた場合

は、相続時に被害額を控除

財務省ホームページ掲載資料を基に作成

【参考】贈与税の課税⽅式の比較（改正後 R6.1.1～）
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（参考）
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おわりに

ご清聴ありがとうございました。

国税庁ホームページ
（パンフレット「相続税・贈与税関係」掲載ページ）

財務省ホームページ
（「令和５年度税制改正の解説」掲載ページ）


